様式例第35号

事業計画概要書（記載例）
１　事業者名

　　　　　　　　柴田町　太郎
２　転用目的

　　　　　　　　居宅敷地
３　土地所在、面積

　　（所 在）柴田町大字○○字□□１番１　　　　　　　　外　　筆
　　（面 積）合計　　　２４５㎡

　　　　　　 （内訳　　田　　　　　㎡、畑　　２４５㎡、その他　　　　　㎡）

４　申請地を選定した理由

　　　　JR○○駅に近く、通勤・通学に適している。また、大型ショッピングセン

　　　ターも生活圏内にあり、利便性に優れている。
　　　　現在は借家に住んでいるが、部屋数が少なく不便であるため、農地ではあ

　　　るが、日当たりや立地条件の良い当該地を購入し、居宅を建築して永住したい。
５　申請地面積の必要性

　　　　家族は、夫婦及び子ども2人の4人である。

　　　　１階床面積／65.50㎡、２階床面積／66.50㎡、延床面積／132.00㎡、建築

　　　面積67.50㎡の居宅１棟を建築し、駐車スペースを３台分確保するために必

　　　要な面積である。
６　用排水計画

　　　　雨水排水については、集水の上、申請地○側既設側溝に放流する。
　　　　汚水排水については、公共汚水桝に放流する。
７　被害防除計画

　　　　申請地の周囲にはコンクリート土留ブロックフェンスを新設するため、土砂
　　　の流出等周辺地に被害を及ぼすことはないと思われるが、万一の場合には適正
　　　価格をもって補償する。
８　他法令関係

　　　　な　し
９　資金計画
	収入
	自己資金
	９００万円 
	内訳　預貯金

	
	借　入　金
	１，７１０万円 
	内訳　□□銀行融資

	
	合　　　計
	２，６１０万円 
	


	支

出
	土地関係
	土　地　整　地　別
	面　積
	費　　　用
	備　　考

	
	
	
	
	単　価
	総 金 額
	

	
	
	用地費（借地料を含む）
	２４５㎡
	約32,653
	８００万円
	

	
	
	造　　成　　費
	２４５㎡
	一式
	５０万円
	

	
	
	その他（　　　　　）
	㎡
	
	万円
	

	
	
	計
	㎡
	
	８５０万円
	

	
	建

物

関

係
	建　 築　 物　 等
	建　築　物
	費　　　用
	備　　考

	
	
	
	棟　数
	面　積
	単　価
	総 金 額
	

	
	
	居　　　　　宅
	１棟
	67.50㎡
	一式
	１，７６０万円
	

	
	
	物　置・倉　庫
	棟
	㎡
	
	万円
	

	
	
	作　　業　　場
	棟
	㎡
	
	万円
	

	
	
	事　　務　　所
	棟
	㎡
	
	万円
	

	
	
	貸　　住　　宅
	棟
	㎡
	
	万円
	

	
	
	建　売　住　宅
	棟
	㎡
	
	万円
	

	
	
	その他（　　　　　）
	棟
	㎡
	
	万円
	

	
	
	計
	棟
	㎡
	
	１，７６０万円
	

	
	合　　　　　　計
	
	２，６１０万円
	


記載注意
（１）「１　事業者名」欄には、法人の場合、従業員数・事業内容・年間事業実績を記載する。
（２）「４　申請地を選定した理由」欄には、当該転用目的から、その土地でなければならなかった理由｛例えば、都市計画法の用途地域内での用地選定の可能性など、当該農地以外（宅地、山林等）での候補地選定の可能性がなかったか｝を記載する。
（３）「５　申請地面積の必要性」欄には、転用する面積が妥当かどうか判断するので、建物等の計画面積とその必要性等を具体的に記載する。（例えば、従業員○○に対し、○○台の駐車場が必要となるため、○○㎡が必要である等）
（４）「６　用排水計画」欄には、申請に係る事業が用水を取水し廃水を排水する場合に、その時期、方法、水量、水質等についての計画を記載するとともに、取水または排水について法令等の許認可を要するときは、その許認可の見込み、協議状況について記載する。
（５）「７　被害防除計画」欄には、申請に係る農地の転用行為なより土砂の流出又は崩壊その他の災害を発生させるおそれがあると認められる場合、その他の周辺農地に係る営農条件に支障を生ずるおそれがあると認められる場合には、その防除措置計画の概要を記載する。（災害発生のおそれがない場合でも記載すること）
（６）「８　他法令関係」欄には、当該転用により行政庁の許認可が必要となる場合に、法令等の名称、その行政庁の担当課名、許認可内容等を記載する。｛例　都市計画法第29条の規定による開発許可が必要であるが、県建築宅地課と協議を了している。｝
